
 
 

「全国学生調査」に関する有識者会議の開催について 

 

令和４年１０月１２日  

                                 高等教育局長決定 

 

１．趣旨 

平成 30 年 11 月に取りまとめられた「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン（答

申）」（中央教育審議会）においては、学修者本位の教育への転換を図るとともに、各大学

が教育成果や教学に係る取組状況等の大学教育の質に関する情報を把握・公表していくこと

の重要性を指摘するに加えて、「社会が理解しやすいよう、国は、全国的な学生調査や大学

調査を通じて整理し、比較できるよう一覧化して公表すべき」と提言された。 

これを踏まえ、学修者本位の教育への転換を目指す取組みの一環として、学生の学びの実

態を把握することにより、①各大学の教育改善に活かすこと、②我が国の大学に対する社会

の理解を深める一助とすること、③今後の国における政策立案に際しての基礎資料として活

用することを目的とした「全国学生調査」を実施することが必要である。 

本会議は、「全国学生調査」の本格実施に向けて、令和元年度及び令和 3年度に実施した

試行調査の対象、方法、質問項目等をその結果と併せて評価・検証し、本格実施の調査設計

等について必要な検討を行うため、有識者から意見等を聴取するために開催するものである。 

 

２．検討事項 

（１）令和４年度「全国学生調査（第３回試行実施）」の調査設計及び調査結果の評価・検証

に関すること 

（２）「全国学生調査」の本格実施に向けた調査設計及び調査結果の取扱いに関すること 

（３）その他 

 

３．実施方法 

（１）本会議は、別紙の委員により構成する。 

（２）本会議には、必要に応じて、委員以外の者を参画させることができる。 

 

４．実施期間 

令和４年１０月２４日から令和５年９月３０日までとする。 

 

５．その他 

（１）本会議の庶務は、高等教育局高等教育企画課高等教育政策室において処理する。 

（２）その他本会議の運営に関する事項は、必要に応じ会議に諮って定める。 
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（オブザーバー） 
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         高等教育研究部副部長・総括研究官 

 

 

令和４年 10月 24日現在  




